
様式 2 

期 中 の 評 価 個 表
整理番号 

事業名 
民有林補助治山事業 

（地すべり防止） 
都道府県名 秋田県 

地区名 荒瀬川（あらせがわ） 計画期間 平成 26 年度～令和 16 年度（21 年間) 

市町村名 北秋田市(きたあきたし) 実施主体 秋田県 

 事業の概要・目的 本地区は秋田県北部の北秋田市阿仁合
あ に あ い

から南東方向に約5km、米代川
よ ね しろ が わ

水系の普

通河川荒瀬川の左岸に位置し、標高150～300m、平均斜度20度の北東向き斜面に

ある。 

本地区では、平成元年の融雪期に地すべり性の崩壊が発生しその上部に段差亀

裂が確認されたため、地すべり防止区域に指定し、平成２年度から平成12年度に

かけてＡブロック及びＢブロックを対象に、集水井工、集水ボーリング工、アン

カー工、護岸工、押え盛土工、ボーリング暗渠工を行う地すべり防止事業を実施

した。 

しかし、平成23年に地すべりブロック内において地すべり性の崩壊が発生した

ため平成26年度から再度地すべり防止事業に着手した。 

地すべりの機構解析が進む中で、Ａブロックが斜面長約300m、幅250mの大規模

な地すべりであり、既往のすべり面よりも深い深度にすべり面が存在すること

や、Ｂブロックで再活動の兆候があることが判明した。このため、地すべりの安

定化を図るためには、集水井工５基及びアンカー工352本を追加する必要が生じ

たことから、現行の全体計画を見直し、総事業費の増額及び計画期間の延長を行

う。 

（「林野公共事業の事業評価実施要領」第７の２の②に基づく期中評価と併せて 

事業計画の変更を実施する。） 

＜現行の全体計画＞ 

・主な事業内容：集水井２基、押え盛土工9,183m3

・計画期間：平成26年度～令和７年度

・総事業費：535,000千円（税抜き486,363千円）

＜見直し後の全体計画＞ 

・主な事業内容：集水井工７基、押え盛土工9,183m3、アンカー工352本

・計画期間：平成26年度～令和16年度

・総事業費：1,926,039千円（税抜き1,750,942千円）

①費用便益分析の算

定基礎となった要

因の変化

本地区の費用便益分析における主な便益は山地災害防止便益であり、地すべり

防止工の施工により、人家や公道、橋梁等を地すべりの被害から保全する効果を

算定したものである。 

なお、令和６年度時点における費用対効果分析の結果は以下のとおりである。 

総 便 益(B) 2,138,656千円 

総 費 用(C) 1,618,180千円  

分析結果(B/C) 1.32 

１



 ②森林・林業情勢、

農山漁村の状況そ

の他の社会経済情

勢の変化 

これまでの対策工事により、地下水の最高水位は最大で約8.8ｍ低下するなど

事業効果が徐々に発現している。しかし、現在も地すべり活動がみられる状況で

あることから、引き続き着実な事業進捗が求められている。 

 

なお、平成26年度の事業着手時点から、保全対象に特段の変化はない。 

・主な保全対象：人家28戸、市道4,400ｍ、農地5.0ha、橋梁３基 

 ③事業の進捗状況 令和６年度末までに集水井１基及び押え盛土工9,183m3が完了する見込みであ

り、令和６年度末の進捗率は今回の計画変更により約25％となる見込みである。 

 

 ④関連事業の整備状

況 

関連事業はない。 

 ⑤地元（受益者、地

方公共団体等）の

意向 

下流に人家や市道等の保全対象があることから、住民の安全・安心を確保する

ため、本工事の早期かつ確実な概成を要望する。 

（北秋田市） 

 ⑥事業コスト縮減等

の可能性 

対策工については、経済比較に基づき、最も安価な工法の組み合わせである集

水井工、押え盛土工、アンカー工を選定するなど、コスト縮減に努めている。 

 ⑦代替案の実現可能

性 

地すべりの機構調査の結果に基づき、現時点において最も効果的かつ効率的な

工種・工法を採用しており、代替案はない。 

 評価結果及び実施方

針 

 

 

・必要性： 地すべりの規模が大きく活動中であること、地すべりによる崩落が

あった場合、下流の人命・財産へ大きな影響を及ぼす恐れがあること

から、事業の必要性が認められる。 

 

・効率性： 地すべり対策工の計画に当たっては、現地において最も効果的かつ

効率的な工種・工法を採用しており、事業実施に当たってもコスト縮

減に努め総事業費の削減が図られていることから、事業の効率性が認

められる。 

 

・有効性： 対策工事の実施により地すべり活動の抑制が図られ、地すべり区域

下流の人家・市道等の保全を通じて、民生の安全・安心が確保される

ことから、本事業の有効性が認められる。 

 

・実施方針： 本事業の必要性・効率性・有効性は高く、また、地元から早期・ 

確実な概成の要望があることから、事業計画を変更した上で事業 

を継続することが妥当である。 

 



様式１

事 業 名　： 都道府県名： 秋田県

施行箇所 ： （単位：千円）

中　区　分 評価額

山地災害防止便益 1,284,823

人命保護便益 853,833

総　便　益    （Ｂ） 2,138,656

1,618,180

2,138,656

1,618,180

参考 0 2,138,656   

3,299,604

1,673,420

4,285,170

1,711,275

便　益　集　計　表

（治山事業）

地すべり防止事業

荒瀬川地区

大　区　分 備　　　　考

災害防止便益

総　費　用    （Ｃ）

費用便益比 Ｂ÷Ｃ＝ ＝ 1.32

費用便益比
(i=0.02)

Ｂ÷Ｃ＝ ＝ 1.97

費用便益比
(i=0.01)

Ｂ÷Ｃ＝ ＝ 2.50



評価箇所概要図

地  区 名

秋田県

都道府県位置図

整理番号

事  業 名

地区の概要図（全体計画図等）

民有林補助治山事業（地すべり防止） 荒瀬川（あらせがわ）

Bブロック

Ａブロック

B-1ﾌﾞﾛｯｸ

A-1ﾌﾞﾛｯｸ A-2ﾌﾞﾛｯｸ

②保全対象（市道）

④平成23年に発生した地すべり性崩壊で
岩盤が露出して滑落崖を形成した

① ②

③

一級河川 荒瀬川 市道 荒瀬川線

事業対象区域

保全効果区域

保全対象区域

地すべり防止区域

地すべりブロック

凡例

A
B

櫃畑集落

⑥航空写真（全景）

⑥

⑤施工済（集水井工）

④⑤

①保全対象（荒瀬集落、市道）

③保全対象（櫃畑集落、市道、農地）




